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取り組みの方向性

八代市地域公共交通網
形成計画を策定しました

問合せ　企画政策課　☎３３－４１０４

　今後の公共交通のあり方を検討し、取り組みの方向性などを定めた
交通の総合的な計画を策定しました。

　

自
家
用
車
の
利
用
拡
大
や
人
口
減
少
な
ど
に
伴
い
、
公
共
交
通
の
利

用
者
数
は
減
少
傾
向
が
続
い
て
い
ま
す
。
一
方
で
、
急
速
に
進
展
す
る

高
齢
化
社
会
な
ど
、
公
共
交
通
に
求
め
ら
れ
る
役
割
は
今
後
ま
す
ま
す

大
き
く
な
っ
て
い
き
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
市
民
の
生
活
を
支
え
る
公
共
交
通
づ
く
り
に
向
け
た
、

交
通
の
総
合
的
な
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。

　
地
域
の
公
共
交
通
を
維
持
す
る

に
は
、
行
政
や
事
業
者
だ
け
で
な

く
、
市
民
の
皆
さ
ん
も
公
共
交
通

を
身
近
な
も
の
と
し
て
感
じ
、
大

切
に
守
っ
て
い
く
意
識
を
持
っ
て

い
た
だ
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　
詳
細
は
、
八
代
市
地
域
公
共
交

通
網
形
成
計
画（
概
要
版
）を
市
役

所
本
庁
情
報
プ
ラ
ザ
や
各
支
所
、

各
出
張
所
、
公
民
館
な
ど
に
設
置

し
て
あ
り
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ

い
。
ま
た
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

も
掲
載
し
て
い
ま
す
。

　
同
計
画
に
つ
い
て
詳
し
く
聞
き

た
い
場
合
は
「
ま
ち
づ
く
り
出
前

講
座
」
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

公
共
交
通
の
あ
り
方

八
代
市
地
域
公
共
交
通
網
形
成

計
画（
概
要
版
）を
設
置

　

市
内
を
運
行
す
る
路
線
バ
ス
利

用
者
数
の
割
合
は
、
平
成
18
年
度

か
ら
の
4
年
間
で
約
3
割
減
少
。

一
方
で
財
政
負
担
額
の
割
合
は
約

5
割
増
加
す
る
な
ど
、
非
常
に
厳

し
い
状
況
で
し
た
。

　

平
成
22
年
10
月
、
バ
ス
路
線
の

抜
本
的
な
再
編
を
行
う
と
と
も
に
、

市
街
地
循
環
バ
ス
・
乗
合
タ
ク
シ
ー

の
導
入
・
運
行
を
実
施
。
公
共
交

通
の
利
用
者
数
の
割
合
は
微
増
傾

向
を
示
し
ま
し
た
が
、
再
び
減
少

傾
向
に
転
じ
て
お
り
、
近
年
、
事

業
者
の
赤
字
運
行
に
係
る
市
の
財

政
負
担
額
も
再
編
前
に
近
い
水
準

ま
で
増
加
し
て
い
ま
す
。

公
共
交
通
の
利
用
者
数
と

財
政
負
担
の
推
移（
左
図
）
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拠点の機能を維持・
強化する公共交通

地域の特性や位置づ
けに応じた公共交通

拠点間の連携を強化
し、交流を促進する

公共交通

地域づくりの土台と
なる持続可能な公共

交通

より多くの市民などへ
の公共交通サービスの

提供

中心拠点内の回遊行動
の促進

拠点への外出機会の増大

拠点間交流の活発化

公共交通の持続可能性
の向上

＜ 基本方針 ＞＜ 目標 ＞「まちづくり」の視点
に基づく公共交通の役
割分担の明確化

公共交通の利用需要と
サービス水準のバラン
スの改善

移動ニーズを踏まえた
利便性の向上

公共交通不便地域への
対応

交通結節点における乗
り継ぎ利便性の向上

公平性にも配慮した運
賃設定の見直し

地域が一丸となって公
共交通を支える仕組み
づくり


